（様式２）
概要書
	法人等名
	

	所在地
	

	設立年月
	

	資本金
	

	年間売上高（前期決算）
	（　　年　　月決算）

	従業員数
	

	業務内容
	

	取得資格
（本業務に関連するもの）
	

	本業務配置予定者数
	

	本市を区域として業務を行う
支社・営業所・事務所等の
名称と所在地
	

	参加資格の要件等の確認（次の内容について、該当するものに○をつけること。）

	
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４又は喜多方市建設工事等入札参加資格制限措置要綱（令和７年６月16日決裁）の規定により本市の入札参加制限を受けていない。
	はい
	いいえ

	
	喜多方市発注工事等又は公有財産の処分からの暴力団排除措置要綱（平成22年２月22日制定）第４条第１項に規定する排除措置対象者に該当しない。
	はい
	いいえ

	
	消費税及び地方消費税並びに本市に収めるべき市税を滞納していない。
	はい
	いいえ

	
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない。
	はい
	いいえ

	
	管理技術者及び照査技術者が別紙仕様書「６ 管理技術者等」に記載する資格要件を満たしている。
	はい
	いいえ

	
	[bookmark: _Hlk206574782]過去10年間（平成27年度から令和６年度までの期間）において地方公共団体が発注する、① PPP/PFI導入可能性調査業務（民間事業者の意向調査、業務範囲の検討、事業手法・事業スキームの検討、VFM算定を含むもの）及び ② 公有地を活用した民間収益施設の整備に関する可能性調査を含む業務の両業務を受注し、完了した実績がある。なお、①と②が同一の業務ではない場合でも、参加資格の要件は満たしているものと判断する
	はい
	いいえ


· 令和7年４月１日時点で記載すること。
